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第31章 避難行動要支援者対策計画（県総務部危機管理局・県企画部・県福祉保健部）

１ 計画方針

各地域における乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、難病等の患者・児、高齢

者、妊産婦、外国人など、災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適正な防災行動をとるこ

とが困難な人々に対し、迅速、的確な対応を図るための体制整備については、本計画によるものと

する。

２ 計画内容

平時における各地域での住民相互の助け合いや適切なケアシステムの構築が、災害時における避

難行動要支援者対策にもつながることから、県、市町村は、住民の自立と相互の助け合いを基調と

する福祉コミュニティづくりやこれを支える保健、医療、福祉サービスの連携・供給拠点を、体系

的に整備するよう努めることとする。

(1) 生活保護法の適用

災害により生活に困窮し、生活保護法による保護の申請があった場合、管轄する実施機関は、

市町村本部並びに民生委員と連絡を密にし、本庁協議のうえ、速やかに保護の要否を決定するも

のとする。

なお、保護の決定に当たっては、特に、救助法による救助実施の期間及びその内容について十

分留意するものとする。

(2) 避難行動要支援者の把握・情報伝達体制の整備

ア 市町村は、要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児等）のうち、災害が発生し、又は災害が発生

するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため特に支援を要するもの（避難行動要支援者）の把握に努め、市町村地域防災計画

の定めるところにより、避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動

要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置を実施するための基礎とする名

簿を作成しなければならない。

イ 市町村は、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を適切に

反映したものとなるよう、避難行動要支援者名簿を定期的に更新するとともに、庁舎の被災等

の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努

めるものとする。

ウ 市町村は、避難支援に携わる関係者として市町村地域防災計画に定めた消防機関、警察、民

生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本人の同意を

得ることにより、または、当該市町村の条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿

を提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとする。その際、

名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講ずるものとする。

エ 市町村は、自治会、民生委員・児童委員、自主防災組織等と協力し、個別避難計画の策定に

努めるものとする。

オ 県及び市町村は、障害者に対し適切な情報を提供するために専門的技術を有する手話通訳者
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及び手話ボランティア等の把握に努め、派遣・協力システムを整備することとする。

カ 市町村は、避難行動要支援者と消防機関の間に災害時要援護者緊急システム等を整備し、そ

の周知に努めるものとする。

キ 市町村は、災害時において保育を必要とする児童があるとき又は保護者を死亡等により失っ

た児童があるときは、速やかに次により保護するものとする。

① 保育を必要とする児童があるときは、保育所に入所させ保育するものとする。ただし、保

育所を設置しない地域にあっては、臨時保育所を開設できるものとする。

② 保護者を失った児童があるときは、当該地域を所管する振興局健康福祉部又は児童相談所

に連絡して保護するものとする。

ク 市町村は、市町村地域防災計画において、水防法に基づく浸水想定区域内に地下街等及び主

として要配慮者が利用する施設がある場合には、当該施設の名称及び所在地を明記し、当該施

設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう洪水予報等の伝達方法を定め

ることとする。

(3) 社会福祉施設等の整備

ア 避難訓練の実施

災害が発生したときの避難場所、避難誘導方法その他細部にわたる計画を樹立し、常に災害

に注意するとともに、特に重度障害者、寝たきり高齢者等に対する避難についての訓練を実施

しておくものとする。

イ 避難予定場所の選定

災害の程度種別等に応じた避難場所を選定しておき、災害が発生したときは、入所者等の保

護に万全を期するものとする。

ウ 社会福祉施設等の対応強化

社会福祉施設等の管理者は、社会福祉施設等を利用する者が、災害時に独力で自身の安全を

確保するのは困難であることから、防災設備・資機材等の整備、防災教育・防災訓練の充実等

に努めることとする。

災害により職員が不足して充足を図る必要があるときは、資格保有者名簿等により選定補充

に努めるものとする。

エ 社会福祉施設等整備の充実化

① 社会福祉施設等の管理者は、災害に備え施設・設備等の点検と整備に努めるものとする。

② 災害に備え自家発電機等災害時に必要なものの整備に努めるものとする。

③ 社会福祉施設等入所者利用状況を把握し、緊急時の食糧、水及び緊急ベッド等の確保に努

めるものとする。

④ 災害に際し、市町村や地域住民の連携協力が得られるよう地域に密接した施設づくりに努

めるものとする。

オ 県立社会福祉施設の地域社会等に対する支援拠点の位置づけ

県は、県立社会福祉施設を、避難行動要支援者等を受け入れる支援拠点、あるいは他の社会

福祉施設に対する支援拠点として位置づけることとする。

(4) 災害時に特に配慮すべき事項

県、市町村は災害時に次の事項について避難行動要支援者に十分配慮することとし、市町村事

務については、市町村地域防災計画で明確に定めることとする。
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① 各種広報媒体を活用した気象情報、災害情報、避難指示等の情報提供

② 自主防災組織、民生委員・児童委員等地域住民の協力による避難誘導

③ 名簿等の活用による居宅に取り残された避難行動要支援者の迅速な発見

④ 条件に適した避難所の提供や社会福祉施設等への緊急入所等対象者に応じたきめ細かな対

応

⑤ 避難所等における避難行動要支援者の把握とニーズ調査

⑥ 生活必需品への配慮

⑦ 食糧の配慮（やわらかい食品等）

⑧ 手話通訳者、要約筆記者、ガイドヘルパー、ボランティア等の協力による生活支援

⑨ 巡回健康相談、電話等による相談や栄養相談等の重点的実施

⑩ 仮設住宅の構造、仕様についての配慮

⑪ 仮設住宅への優先的入居

⑫ 仮設住宅入居者等への相談、訪問、安否確認

⑬ ソーシャルワーカー等の配置や継続的なこころのケア対策

⑭ インフルエンザ等感染症の防止

⑮ 社会福祉施設等の被害状況調査

⑯ 医療福祉相談窓口の設置

(5) 外国人対策

県及び市町村は、災害発生時に言語の不自由さで外国人が孤立せず、迅速かつ的確な対応がで

きるよう、地域に住む外国人に対し災害予防対策の周知に努める。

ア 在住外国人の把握

県は市町村と連絡調整のうえ各地域に住む外国人について把握するよう努めるものとする。

イ 情報伝達体制の整備

県及び市町村は、外国人に対し適切な情報を提供するために外国語通訳者及びボランティア

等の把握に努め、把握・協力システムの整備に努めるものとする。

ウ 予防対策等

① 和歌山県国際交流センター等を拠点として、外国人に対する相談窓口を開設し、災害予防

対策の相談に応じる。

② 在住外国人や外国人を雇用する企業、外国人生徒が通う学校等に対して、災害予防対策に

関する情報発信を行う。

③ 市町村に対して、避難所等でのピクトグラムや災害時多言語情報シートの利用促進を図る。

④ 外国人に対して、災害時の対応及び避難場所・避難路の周知に努める。

(6) その他

ア 医療保険制度（国民健康保険、後期高齢者医療）の事務処理対策

① 保険医療機関等関係機関との連絡調整班の設置

② 臨時医療保険相談所等の開設

ａ 被災時の一部負担金等について

災害の被災者にあっては、受診時の一部負担金及び入院時の食事に係る負担額の猶予に

ついて、関係機関の協力を得る。

ｂ 被保険者証等の再交付
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被災者から被保険者証等の再交付申請があった場合、免許証等本人であることを確認の

うえ、速やかに交付できるように関係機関の協力を得る。

ｃ 保険料の納付について

保険料に係る納期限の延長や、免除について関係機関の協力を得る。

イ 介護保険制度の事務処理対策

① 被保険者証の取扱について

被災により被保険者証が消失している場合や提示不可能となっている場合等でも介護サー

ビスが受けられるよう、県及び市町村が国と連携して体制整備を進める。

② 被災時の利用者負担について

被災により介護サービス等に必要な費用を負担することができなくなった介護サービス受

給者に対する減免措置が速やかに行えるよう、市町村において体制整備を進める。

③ 介護保険料の納付について

被災により第１号保険料の納付が困難となった者に対する保険料の減免又は徴収の一部猶

予が速やかに行えるよう、市町村において体制整備を進める。


